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はじめに 

本ガイダンスは、水産分野におけるデータ連携の促進を図るために、データ連携プラ

ットフォーム（以下「PF」という）を構築する際に、特に取り決めなどに関して留意す

べき事項などについて、一例として整理したものである。 

現在、各分野でデータ連携の促進が進められており、これにより既存の産業の高度化

や効率化を進めるほか、国民生活の利便性の向上や新しい付加価値の創造などが期待

されている。 

水産分野についても、スマート水産業が進められている中で、データの高度利用が求

められているが、これを促進する一つの方策として、PF の活用などが挙げられる。 

これまでも行政機関等や研究機関、民間事業者などがデータを収集し、これを提供す

るなどをデータベース・サービスなどの形で進めてきたところであるが、PF はこのよ

うなものも含め、データの提供と利用の仲立ちを図るための仕組みとして理解される。

水産分野の場合、このような PF では、これまでは、信頼等に基づく関係を踏まえて、

データ交換などに関する技術的な仕組みなどについては、当事者間で検討が進められ

てきた。しかし、データ流通を広範囲に行う観点からは、技術的な仕組みだけではなく、

PF の目的や参加者、PF 利用にあたってのルールなど、運営にあたっての基本的な事項

の設定や、データの提供利用関係（データの提供者と利用者との間の関係を言う）に関

する取決めなども含めて明らかにすることが求められる。 

本ガイダンスでは、このような水産分野の PF 構築にあたり、PF を構築し運営しよ

うとする方が、このような PF 構築に際して求められる設計や取決めを行うのに参考と

なる内容を示すことを目的とする。 

従って本ガイダンスについては、水産分野における PF を構築し運営しようとする方

にお読みいただくことを想定した内容となっている。内容によっては、「水産分野にお

けるデータ利活用 ガイドライン」1（2022 年３月、水産庁）も、併せてご参照頂きた

い。 

 

 

 

  

 
1 https://www.jfa.maff.go.jp/j/saibai/yousyoku/attach/pdf/yuuryou-3.pdf 



2 

 

1 水産分野におけるデータ・プラットフォームの意義 

1.1 データ・プラットフォーム（PF）とは 

PF は、PF に参加する様々な主体がデータの提供や利用を円滑に行えるためのスキーム

（基盤）を指す。PF では、データの流通を促進することで、データが持つ価値を高めるほ

か、新たな価値を創造することが期待される。 

また PF 利用者から見ると、 

 データ提供者が利用者にデータを提供するための関係（データ提供・利用関係）につい

て、個別に取決めを行わず、加者に共通するルールを設けて、データの提供や利用を行

うことで、手間等の負担や提供上のリスクの低減を図ることができる。 

 データが PF に集積することにより、一元的にデータを収集して活用することができる

ため、データの収集・利用の負担が減少する 

等のメリットが期待される。 

 

1.2 水産分野において想定される PF と本ガイドラインの位置づけ 

水産分野における PF と言っても、さまざまなものが想定される。例えば、流通支援や高

度化などを目的として、生産者から卸売、小売、消費者に至るようなものもあれば、生産者

等が収集した海況データを研究機関等やシステムベンダなどが活用するようなものなど、

利用者や提供されるデータ、PF の運営主体などは幅広いものが想定される。 

一方で、これまで水産分野でのデータ流通はこれまで必ずしも活発に行われてきたとは

言えない。生産者等で発生したデータは、本来の収集目的（漁業者の記録や産地市場におけ

る事務処理などの目的）にとどまる。また水産分野でのデータの提供利用関係は、従来は信

頼関係に基づく関係の範囲で実施されてきたことが多く、そのため多様な当事者間でのデ

ータ提供利用関係が想定されていなかった。 

水産分野でのデータの利活用を促進する観点から見ると、信頼関係に根差したデータの

提供利用関係から、幅広い主体間でのデータ提供利用関係を実現するために、PF の果たす

効果は大きいと期待され、その構築の促進が求められる。 

この点、スマート水産業を推進するにあたっては、水産分野のデータを高度に活用とその

ための流通を促進することが重要な要素であり、制度的な基盤として「水産分野におけるデ

ータ利活用 ガイドライン」（以下「利活用ガイドライン」）で策定したところである。但し

利活用ガイドラインでは、基本的にはデータの個々の提供利用関係を想定したものである

ことから、これを踏まえて、PF でも活用できる制度的基盤の対応が必要である。 

そこで PF を通じた水産分野におけるデータ流通の促進を図るものとして、本ガイドライ

ンが位置付けられる。 
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1.3 PF 構築上の課題 

データの提供利用関係を構築する際に、データの提供者、利用者双方にリスクがあること

は利活用ガイドラインでも示したところであるが、多くの提供者や利用者が関与する PF に

おいては、そのリスクはより顕著になる。 

一般的な PF におけるデータ流通においても下表にあるような懸念・不安があるとされて

おり、水産分野においても同様の点が、より顕著な形で該当する。PF 構築においては、こ

れらの懸念・不安を払しょくできるルール作りなどが求められる。 

なお「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス ver1.0」（2022 年

3 月４日、デジタル庁・内閣府知的財産戦略推進事務局）（以下「ルール実装ガイダンス」） 

では、データ流通の PF 関係者において生じる懸念や不安について、表１－１のように整理

する。 

 

表１－１ データ流通の PF 関係者における懸念・不安 

懸念されるリスク リスクに対する懸念・不安の内容 

1. 提供先での目的外利

用（流用） 

自身が了承したデータ利用目的以外の目的でデータ提供先に

データが流用されてしまうのではないかという、データ提供者

や被観測者が抱く懸念・不安 

2. 知見等の競合への横

展開 

データから獲得可能な知見がデータ提供先を介して競合に横

展開されてしまうのではないかという、データ提供者や被観測

者が抱く懸念・不安 

3. 提供データについて

の関係者の利害・関心

が不明 

提供されるデータについて、関係者の権利や利害・関心の処理・

対応が適切になされているか、というデータ利用者が抱く懸

念・不安 

4. 対価還元機会への関

与の難しさ 

創出されるソリューション（価値）に対するデータの貢献度合

いが事後的に判明することが多いため、適正な利益配分を受け

ることが難しいのではないかというデータ提供者や被観測者

が抱く懸念・不安 

5. データ提供先のデー

タ・ガバナンスへの不

安 

データ提供先における情報セキュリティ対策や他者知財（ノウ

ハウ・著作物等）の尊重が不十分なのではないか、データ提供

先においてデータ利用条件が遵守されないのではないか、とい

うデータ提供者や被観測者が抱く懸念・不安 

6. 公正な取引市場の不

足 

公正な取引が第三者によって担保される場が不足しており、公

正なデータ取引が困難なのではないかという、データ提供者、

データ利用者、被観測者が抱く懸念・不安 

7. 自身のデータが囲い

込まれることによる悪

自身を観測対象にしたデータや自身が提供したデータへの自

身のアクセスや第三者へのアクセス許諾がデータ提供先によ
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影響 って制限されたり、データ提供先にロックインされたりするの

ではないかという、被観測者やデータ提供者が抱く懸念・不安 

8. プライバシー侵害に

対する懸念 

自身のパーソナルデータが勝手に収集されて利用されている

のではないか、意図しない目的で利用されるのではないか、創

出されるソリューション（価値）によって不当な差別的取扱い

を受けるのではないか、これらの結果自身のプライバシーが侵

害されるのではないかという本人（被観測者）が抱く懸念・不

安 

9. 取引の相手方のプラ

イバシーガバナンスへ

の不安 

データ提供先のプライバシーガバナンスが不十分で、パーソナ

ルデータの第三者提供によって炎上が生じるのではないか、と

いうデータ提供者が抱く懸念・不安。 

データ提供元のプライバシーガバナンスが不十分で、提供され

るパーソナルデータの生成・収集や提供にプライバシー侵害リ

スクが潜んでいるのではないか、というデータ利用者が抱く懸

念・不安。 

出所：「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス ver1.0」（デジタ

ル庁・内閣府知的財産戦略推進事務局、2022 年 3 月４日）より作成 

 

1.4 本ガイダンスで想定する PF 

本ガイダンスでは、水産分野のデータを取扱う PF を想定する。PF の参加主体は、生産

者等のほか、研究機関、民間事業者等や、行政機関等についても想定する。 

なお PF において取り決める内容等については、２．１に示すように、PF の目的や想定

参加者等により、大きく異なる。本ガイダンスで取り扱う PF については、以下の内容を想

定する。 

水産分野での PF に関しては、必ずしも構築や利活用が進んでいないのが現状である。そこ

で現在、行政が先導的に導入しているケースを一例として示すことで、各地における参考に

なるものと想定される。また生産者等において生じる水産データを含め、さまざまなデータ

の活用は、地域内での活用をユースケースとすることが、PF 構築の促進という観点から望

ましい。これらの理由から以下の本ガイダンスでは、以下の内容を目的とするプラットフォ

ームを想定する。 

・国、地方公共団体等が構築し、水産分野でのデータの連携の促進を図る PF（例：スマー

トブイネットワーク（コラム２参照）） 

・地域において水産分野を含むデータ連携を図ることにより、地域における産業振興や住民

生活の向上を図る PF（例：コラム１参照） 
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【コラム１】地域において水産分野のデータ連携を図る PF の例 

地域型 PF の例の一つとして、広島県が構築し、サンドボックス事業として実施した

「ひ ろし まサ ンド ボッ クス 」（現 在は イノ ベーシ ョン ・エ コシ ステ ム・ サイ ト

（https://innovation-ecosystem.site/））が挙げられる。これは広島県内外の企業、大学、

自治体等がデータ連携による実証実験を実施されたものであり、各参加者が登録した情

報を利活用して、地域産業、観光、住民利便性向上などの目的で活用することを想定し

ている。水産分野のデータについても、利用が図られている。 

PF 上のデータはオープンデータとシェアドデータ（データ提供型）がある。 

現在のサービスでは、利用者は最初にサイトに利用者登録を行い、そのうえで「プロ

ジェクト」に登録することで利用できる。サイトに登録されているデータは、許可され

たルールの範囲内で自由に利用可能であり、起業・創業・ビジネス活性化目的での活用

可能である。 

 

 
地域型 PF の例「ひろしまサンドボックス」 
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2 水産分野における PF のルール構築の進め方 

PF のルールを構築するに際して、求められるプロセスの考え方を示す。 

 

2.1 PF の設計 

(1)目的 

PF のルール等を構築するに際して重要なのは、PF をどのような目的で設立し、運用する

のか、である。PF で提供されるデータの種類や利用者の範囲、利用目的などに応じて、PF

で定めるルールの内容は、異なるためである。例えばオープンデータのみを扱うのか、非公

開情報を取扱うのか、特定の利害関係者のみの利用を想定するのか、利用者の制限は原則と

して課さないのか、学術研究目的のみなのか、それ以外も含むのか等、の違いに応じて、PF

の設計（ルールの内容や技術的な措置など）も異なってくる。 

そこで、PF の構築にあたっては、第一に PF の目的などを整理することが重要である。 

例えば実装ガイダンスでは、PF における「リスク分析・ポリシー設定」の最初のステッ

プとして、「価値創出プロセスの特定と PF の役割の確認」を挙げる。これは表２－１に示

すように、PF におけるポリシー策定に際しての最初のステップとして、PF の機能や取り扱

うデータ、関与者などを特定したうえで、役割を特定することが必要であることを示してい

る。 

 

表２－１ 価値創出プロセスの特定と PF の役割の確認の手順 

1. 求められている（創出することが期待されている）ソリューション（価値） 

2. 価値創出に必要となるデータ 

3. 価値創出に貢献する関与者 

を特定し、価値創出プロセスと関与者の役割・貢献を把握するとともに、当該価値創出プ

ロセスにおける PF の役割（価値創出プロセスの一端を担う（データサービス PF であ

る）のか、価値創出プロセスを担う者の間で行われるデータ取引を仲介する（データ取引

市場である）のかを特定する。 

出所：「実装ガイダンス」P16 

 

また経済産業省が公表する「データ共用型（プラットフォーム型）契約モデル規約に関す

る報告書」2（以下「モデル規約報告書」）では、データ利用の公開の有無で類型化すること

の重要性を示している。これらの違いにより、データの利用者の範囲を決定するポリシーや、

そのポリシーの策定に対する参加者のかかわり方などが異なる。 

 
2 2018 年、経済産業省

https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200330001/20200330001-1.pdf 
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表２－２ クローズ型及びオープン型プラットフォームの類型の概要 

類型 概要 

クローズ型プラット

フォーム 

プラットフォームへの参加の可否を、最終的には、既存の参加者

の全て又は一部の者の積極的な承諾に委ねるプラットフォーム 

オープン型プラット

フォーム 

利用規約に定める条件を満たす限り、第三者の参加を広く認める

もの、すなわち、PF 事業者にプラットフォームへの参加の可否の

最終的な判断権を委ねるプラットフォーム 

出所：「データ共用型（プラットフォーム型）契約モデル規約に関する報告書」（平成 30 年、

経済産業省） 

 

(2) 参加者、PF で提供するデータ、運営者 

PF の設計に際して、その目的と並んで、参加者や提供されるデータ、また PF の運営者

などをどのように想定するかも重要な要素である。 

参加者は、データの提供や利用を行う者が中心となるが、それぞれ PF に参加する目的や

意向、利害関係などは、PF の目的に応じて異なる。従って、PF における参加者についても

PF に参加する主体における利害関係と、その目的に齟齬がないようにすることが重要であ

る。PF への参加を募る際の参加者についても、このような観点から想定することが求めら

れる。 

同様に、PF で提供されるデータについても PF の利用目的と密接な関係を有する。PF の

利用目的が、個別の取引情報の交換である場合には、提供データも未加工のデータ（生デー

タ）や、特定性があるデータであることが求められる。他方、PF の利用目的が、広範囲の

利用者を想定するものである場合には、提供者の利害関係などを鑑みて、加工を施したり、

データの発生原因となる人や取引などの特定性を排除したものとなったりすることが求め

られる。 

運営者も、PF の目的が特定の利害関係者におけるデータ流通を想定する場合には、利害

関係者の利害を汲み取るような運営が求められる。PF の目的が公的なデータの活用の場合

には、運営者には、公的な観点からの運営の透明性などが求められることから、運営者もこ

れに応じたものであることが必要となる。 

 

(3) インセンティブの設計 

PF の構築・参加にあたり、参加者及び運営者における PF に対するインセンティブをど

のように設定するかも、持続的な PF の運営のために不可欠な要素である。 

モデル規約契約書では、インセンティブの設計にあたり、参加者と運営者におけるものに

ついて整理している。参加者のインセンティブについては、特にデータ提供者におけるイン

センティブの重要性を謳っている。データ提供者のインセンティブが十分でないと、PF で

流通するデータが限定的なものとなってしまい、参加者から見た PF に対する価値が下がっ
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てしまうことになる。一方、PF に対する参加資格を厳格にすると、PF に対する参加者が減

少することになり、全体として PF に対する魅力が減少してしまうことも指摘されている3。 

そこで PF の目的や参加者の利害関係などと併せて、バランスのとれたインセンティブの調

整を行うことが求められる。 

なお、データ提供者に対するインセンティブについては、利益供与という観点と、リスク

低減という観点の二つがある。PF においてそれぞれの対応を行うことにより、データ提供

者において、データ提供に対する懸念や不安に対して、インセンティブによるメリットが上

回ることにより、データ提供が促進されるとされる4。 

 

表２－３ データ開示へのインセンティブ 

インセンティブの内容 インセンティブ供与のための対応 

ベネフィット（利益）の提供 希少性を崩すことによる価値減少に見合うだけの対価を

提供する 

コスト（リスク）の低減 価値の減少（第三者への無断開示または漏えい）を防ぐた

めの十分なスキームを構築する 

出所：「ガイドブックＡＩ・データビジネスの契約実務 第２版」P190（商事法務（齊藤、内

田、尾城、松下））より作成 

 

2.2  PF の機能、取り決めるべき契約・規約等 

(1) PF の機能 

データの流通に係る PF の機能に応じて、大きく二つの類型に分けることができる。一つ

は、データ提供者とデータ利用者との間のデータ提供利用関係の構築を含めた機能を PF に

集約するモデルであり、もう一つは、データ提供者とデータ利用者との間のデータ提供利用

関係は個々に成立させ、PF はそのための仲介的な機能のみを果たすモデルである。 

① データ提供利用関係の構築を含めた機能を PF に集約するモデル 

このモデルは、データ提供・利用と管理に関する契約を、データ提供者－PF 運営者間、

及びデータ利用者―PF 運営者間でそれぞれ締結するモデルである。このモデルでは、PF の

運営者とデータ提供者、データ利用者との間で個別契約が存在することが想定されている。

併せて、PF 自体をサービスとして利用するための規約も存在する。 

システム的には、PF の運営者に一旦データを集約し、これをデータ利用者に配信するよ

うな形が採られる。 

 

 
3 実装ガイダンス P38 
4 「ガイドブック ＡＩ・データビジネスの契約実務 第２版」P190（商事法務（齊藤、

内田、尾城、松下））（以下「契約実務ガイドブック」） 
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図２－１ データ提供利用関係の構築を含めた機能を PF に集約するモデルの例 

 

データ提供利用関係の構築を含めた機能を PF に集約するモデルについては、「間接契約

型」類型と呼ばれることもある。この類型のメリット、デメリットについて、表２－４のよ

うなものがあると言われている5。 

このような観点から見ると、本モデルの場合には、個人情報以外のデータで、守秘性の低

いデータを様々な利用者に対して提供する場合の PF になじみやすい類型であると言える。

特に公的なデータ流通など、一定の目的を明示した形で構築するケースになじみやすい。 

 

表２－４ ①のモデルにおけるメリット・デメリット 

 内容 

メリット  データ利用について統一的な方向性を打ち出すことが期待できる。 

 PF の提供方法次第では、人的交流の促進が期待できる。 

デメリット  データ利用違反に対して、データ提供者は間接的にしかデータ利用者

に責任追及ができないことから、守秘性の高いデータ提供のインセン

ティブがそがれる。 

 データ提供者から、利用違反に対する責任を PF の運営者が追及され

る恐れがあり、同事業者へのインセンティブ設計が容易ではない。 

 データ提供者と利用者の関係が、すべて PF 運営者を解する形となる

ことから、複雑になりやすい。 

 個人情報の取り扱いにおいて難が生じやすい。 

 
5 契約実務ガイドブック P198 
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なお本モデルの亜流として、利用規約をデータ提供者、データ利用者、PF 運営者の 3 者

を当事者とした類型もある6。このモデルでは、データ提供者とデータ利用者、及びデータ

の管理等を担う PF 運営者は、統一した利用規約で提供利用関係や PF サービス利用に関す

る関係を構築することから、後に PF に参加する者との関係で、契約管理コストを抑えるほ

か、公平な運営ができることが期待される。またデータ提供者は、データ利用者の規約違反

に対して、直接的な責任追及を行うことが可能となる。 

このような観点から見ると、本モデルの場合には、PF 運営者を含めた PF 参加者の利害

関係や立場が一致しやすい場合の PF になじみやすい類型であると言える。 

 

【コラム２】スマートブイネットワーク 

本ガイダンスで紹介するデータ提供利用関係の構築を含めた機能を PF に集約するモ

デルの一例として、水産庁が構築を進める「スマートブイネットワーク」が挙げられる。 

これは民間で導入したＩＣＴブイや、地方自治体・試験研究機関等が保有する観測ブ

イ等から得られた海洋環境データを、水産庁に提供してもらい、利用を希望する者に API

で提供する仕組み。（試験稼働中） 

それぞれの場面で必要となる「取決め」については、現在策定が進められている。 

 

 

 

 

 
6 契約実務ガイドブック P198 このモデルは「直接契約型」と呼ばれる。 
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② データ提供者とデータ利用者との間のデータ提供利用関係は個々に成立させ、PF はそ

のための仲介的な機能のみを果たすモデル 

このモデルは、データ提供・利用に関する契約を、データ提供者－データ利用者で行い、

PF 運営者は、データの提供・利用に係るサービス等に関する規約を、データ提供者、デー

タ利用者との間で合意するモデルである。このモデルでは、データ提供者とデータ利用者と

の間で個別契約が存在することが想定されている。併せて、PF 自体をサービスとして利用

するための規約も存在する。 

システム的には、PF の運営者に一旦データを集約して管理するケースと、PF 運営者は一

切データの提供にはかかわらず、データの提供利用関係を検討する際の資料（データカタロ

グやデータ情報等）のみを管理し、提供するなどのケースが想定される。 

 

図２－２ データ提供者とデータ利用者が直接、提供利用関係を構築するモデルの例 

 

データ提供者とデータ利用者が直接、提供利用関係を構築するモデルについては、「取引

市場型」類型と呼ばれることもある。この類型のメリット、デメリットについて、表２－５

のようなものがあると言われている7。 

このような観点から見ると、本モデルの場合には、個人情報や機密情報など、提供者がコ

ントールを強く持つ要請が高いデータを提供する場合の PF になじみやすい類型であると

言える。 

また PF はあくまで交換機能など、インフラ的な機能の提供にとどまることを想定したサ

ービスとして行う場合が想定される。 

 
7 契約実務ガイドブック P196 
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表２－５ ②のモデルにおけるメリット・デメリット 

 内容 

メリット  データ提供者が提供条件を自由に設定することができる。これによ

り、PF 運営者は、データの対価等に関する内容に関わりを持たずに

済む設計も可能となる。  

 データの提供者から利用者に対して、違反したデータ利用に対する

責任を直接追及することができる。 

 個人データや機密データの取り扱いを行いやすい。 

デメリット  PF 全体のデータの取扱いは行いにくい。 

 PF 運営者は、PF 利用に関する対価などを得るだけであるので、ケ

ースによっては、参加のインセンティブが生じにくい。 

 

(2)取り決めるべき契約・規約等 

PF の利用において取り決めるべき契約・規約類として大きく二つのものが挙げられる。 

① データの提供利用関係を取り決める契約・規約類 

② PF というサービスを利用するための契約・規約類 

 

① データの提供利用関係を取り決める契約・規約類 

データの提供利用関係を取り決める契約・規約類は、データ提供者（提供データ、共同創

出データ、派生データ含む）が、データ利用者に対して利用を認める際の条件や、利用者側

において遵守すべき事項などの内容を含む。 

内容の多くは、1 対 1 のデータ提供契約（創出型契約含む）と類似のものになる。 

契約形態は、(1)で見たように、データ提供者とデータ利用者との間で直接契約等を行う

ものと、データ提供者と PF の運営者、データ利用者と PF の運営者が契約や利用規約等で

合意する、間接型のものがある。 

 

② PF というサービスを利用するための契約・規約類 

PF というサービスを利用するための契約・規約類は、PF への参加のための条件や、PF

を利用するに際しての利用条件、PF 運営者や参加者が遵守すべき内容などが含まれる。例

えば、PF の利用に際しての料金や、データ提供利用関係を構築するのに必要な資料類に関

する取決め（データカタログ等）、PF における管理に関する責任などが想定される。 

契約形態は、参加者（データ提供者、データ利用者等）と PF の運営者との間で契約や利

用規約などの形で合意を得ることになる。 

なお、形態によっては、①、②の内容を一つの利用規約等で取り決めるようなケースも想

定される。 
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2.3 PF の運用 

(1) 運営の基本的ルール 

2.2 で示したように、PF の利用においては、参加者と PF の運営者との間で、利用に関す

る取決め（契約、利用規約等）について合意することが求められる。 

この PF の利用に関する取決めの内容については、適切なポリシーなどに基づいたもので

ない場合には、参加者の利害を損ねることになるほか、持続的な PF の運営の維持が困難に

なる。 

実装ガイダンスでは、このような観点から PF の利用規約に求められる機能について、3

つの内容を示している（表２－６）。 

 

表２－６ PF の利用規約に求められる役割・機能 

PF におけるデータ取扱いポリシーの実行には、PF 運営者と PF 上でのデータ流通に

データ提供者やデータ利用者の立場で関与する PF ユーザが各々、自身の PF における

立場（PF 運営者、データ提供者、データ利用者）に応じたガバナンスを実装する必要が

ある。このため、PF の利用規約は、PF 運営者及び PF 上でのデータ流通にデータ提供

者やデータ利用者の立場で関与する PF ユーザ各々が、PF におけるデータ取扱いポリ

シーを実行するためのルールの設計・運用・評価の PDCA サイクルを回すよう設計する

必要がある。 

より具体的には、PF の利用規約には、以下の 3 つの機能が求められる。 

1. データに対するコントローラビリティの確保 

2. 公正な取引の実施の担保 

3. ガバナンス確保のためのインセンティブ設計 

 

 
PF の利用規約に求められる機能 

出所：実装ガイダンス P22 より作成 

 

 

リスクを特定する際の着眼点

１．プライバシーの尊重
２．知的財産及び経営上の機
微情報尊重
３．公正な取引の実施
４．PF運営者・PFユーザの
ガバナンス状況

PFにおける
データ取扱いポリシー

PFの利用規約に求められる機能

１．データに対する
コントローラビリティの確保

２．公正な取引の実施の担保

３．ガバナンス確保のための
インセンティブ設計
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(2) PF の目的、参加者等に応じた取扱いルール等の設定 

具体的な PF の利用規約で設定されるルールは、PF の目的や参加者等により異なってく

る。 

例えば実装ガイダンスでは「データに対するコントローラビリティの確保」、「公正な取引

の実施の担保」、「ガバナンス確保のためのインセンティブ設計」のそれぞれの具体的な内容

について、PF の目的や取り扱うデータの内容などに応じて、対応すべきリスクや内容など

を示している8。 

例えば、PF が個人データを取扱う場合や提供者の利害の影響が大きいデータを取扱う場

合には、データに対するコントローラビリティは、高い水準のものが求められるが、オープ

ンデータなどの場合には、必ずしも高度なコントローラビリティは要求されない。 

また公正な取引実施の担保についても、不正競争防止法など法令違反が生じないように

することはもちろんであるが、それ以外にも競争阻害が生じないルール行う必要がある。一

方で PF の目的として、政策的な観点（例えば特定の地域等における競争力増強の支援）な

どがある場合には、参加者を限定するなど、不当な排除とならない範囲での差別化などを講

じることも想定される。 

またインセンティブについても、参加者に対する審査や、提供されるデータや利用に関し

て、PF で設けたルールが実行されていることが、参加者の懸念等を払しょくすることにつ

ながる一方で、厳格すぎるルールは参加者が集まらないことにもなるため、利用者の範囲や

PF の目的・価値に応じて、その内容を調整することが求められる。 

 

 

  

 
8 実装ガイダンス P24～P38 
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3.水産分野における PF において求められる取決め 

3.1 本ガイダンスにおける取決めの検討対象となる PF の類型 

2.2(1)で示したように PF の類型により、取決め内容は異なってくる。 

水産分野では、現時点では 2.2(1)①のタイプのプラットフォームによるデータ連携が中

心となっている。 

また、水産分野の場合には、提供者は生産者等（漁業者、漁業協同組合、産地市場）が想

定されるが、2.2(1)②のモデルの場合には提供の都度、これらの主体が契約等の取決めの対

応を図ることが、提供上の負担が大きい。そこで、ガイドラインで利用規約等を検討するモ

デルは 2.2(1)①を想定して、検討する。 

 

3.2 PF における取決め設計上の留意点 

利用規約の内容については、プラットフォームの性格や目的によるが、「AI・データの利

用に関する契約ガイドライン 1.1 版」 （経済産業省）では、プラットフォーム構築におい

て留意すべき点を考慮要素として、整理している。 

これを踏まえて、水産分野でのデータ連携に係る PF で留意すべきものとして整理したも

のを表３－１に示す。 

水産分野の PF では、提供するデータの種類が、操業データか環境データの違いにより、

提供者側のコントロールや提供データの粒度、加工の要否、利用者の利用範囲の制限などが

大きく異なる。 

操業データについては、「水産分野におけるデータ利活用ガイドライン」に示すように、

生産者が提供するケースが多いものであり、生産者の利害関係を踏まえた提供が求められ

る。また生産者が個人事業主であることも多いことから、提供するデータも必要な加工を施

すことが求められる。さらに利用者においても、一定の提供先の制限等を行う等の管理がプ

ラットフォーム運営者に求められる。 

環境データについては、公開されているデータも多く、また操業者に紐づかないデータに

関しては、関係者の利害関係が生じるケースが少ない。そのため PF を通じた連携を行う場

合の制限等は比較的少ない。PF 運営者の性格等により、公開の範囲や利用者の範囲などを

検討することになる。 

 

表３－１ データ提供・利用規約の各項目に関する水産分野における留意点 

留意項目 水産分野での留意点 

データ活用の目的・方法  取扱うデータや PF の機能に応じて定義 

デ ー タ 提 供

者の数・参加

者の範囲 

データ提供者

の数  

 操業に関連する提供者としては生産者（漁業者・漁協、産

地市場）を想定することが多い。 

 環境情報については、水産分野以外のデータ提供者も想定
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留意項目 水産分野での留意点 

される。 

利用者  データの活用者は、民間事業者、研究機関、行政機関など

の関係者を想定 

 データの利用目的は、漁業及びこれに関連する業務の支援

での活用を想定 

 参 加 者 の 範

囲（PF をどこ

まで開放する

か）  

 PF の目的や機能に応じて設定されることになる。 

データ提供者とデータ利用者

間の利害関係の調整 

 データ提供者が生産者の場合には、生産者の利害（操業に

関する秘匿したい情報の保護、競争力の維持）の確保が重

要。 

 提供データが環境情報などの場合には、収集者の性格（公

益性等）などに依存する。 

 利用者の利害関係のうち、民間事業者については、データ

収集コストに資する利用方法は模索段階のため、対価設定

が難しい。 

 海外利用者には、政策的配慮が必要な場合が生じる。 

対 象 と な る

提 供 デ ー タ

の 種 類 お よ

び範囲 

データの性質   水産分野の場合には、独禁法が課題となるケースは少な

い。 

 地域または国における漁業の競争力に影響するデータは、

養殖以外では少ない。 

 資源管理などの観点から、生産に関連するデータは含まれ

る。 

 生産者から提供されるデータは、匿名化や抽象化などの処

理が求められるものも含まれる。 

オープン・ク

ローズの視点 

 漁場情報などは個々の提供者の利害に直結するものがあ

る。 

 環境情報や資源に関する情報は、関係者全体の利益になる

ものが含まれる。 

 環境情報については、既に公開されているものも多く、オ

ープンにすることの課題は少ない。 

デ ー タ の 利

用範囲 

データ利用者

の範囲  

 基本的にはデータ提供者のデータ利用者を認める。 

 提供データが操業データか環境データか、により、利用者
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留意項目 水産分野での留意点 

の範囲等は調整が必要。 

利用データの

種類・範囲 

 操業データについては、生産者の利害関係を損なわないよ

う加工を要する場合がある（抽象化等）。 

データの利用

目的・利用方

法  

 環境情報のみを提供する場合には、プラットフォーム運営

者（官民等）や政策による対応などはあるものの、オープ

ンな利用が中心。 

 操業データを含む場合には、提供者の利害関係を勘案する

仕組みが必要 

プラットフォーム事業者の選

定  

 現時点では第三者型を想定することが多い。 

 業界全般での利用など、プラットフォーム運営者は中立的

な利害関係にあるケースが多い。 

利用規約の要否  多数参加型のものでは利用規約によることを想定。特に利

用者は小規模利用者が中心となることが想定されること

から、手続コストを低くする要請がある。 

プ ラ ッ ト フ

ォ ー ム の 活

用 を 促 す た

めの仕組み  

データの提供

を促すための

仕組み  

 環境情報の提供では、データの地域的カバー範囲やデータ

の多様性などが価値の創出につながる。 

 操業データの場合には、提供者の利害関係との調整を踏ま

えて、多様で継続的なデータを提供することで価値の創出

につながる。 

 セキュリティは、一般的な安全管理措置のレベル。 

デ ー タ の 共

用・活用を促

すための仕組

み  

 水産業に関連する領域で広く活用することを想定。 

 プラットフォーム事業者の運営目的によるが、提供先の制

限は少ない。 

 利用者の独自利用に対する権限（例えば派生データを用い

た開発）などは、各プラットフォームで取り決める必要が

ある。 

プラットフォーム間の競争・

国際化の視点  

 環境情報のうち、オープンデータについては、内外の制約

は少ないが、内容により政策的配慮を要する者がある。 

 操業情報の場合には、原則として国内外で異なる制限を設

けることを想定。 
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3.3 PF 利用規約における条項 

モデル規約報告書では、PF の利用規約に関する条項を整理している。モデル規約報告書

では、2.2(1)①のうち、「直接契約型」を想定しているが、本ガイダンスではこのうち、デー

タ提供、データ利用の部分を除いたものについて、PF 利用上の利用規約として整理した（表

３－２）。 

 

表３－２ PF 利用規約における取り決めるべき条項例 

章 条項 章 条項 

第 1 章 定義等 第 1 条 目的 第７章 責任／

損害賠償の制限

等 

第 18 条  第三者との間の紛争等 

第 2 条 定義 第 19 条  損害賠償の制限 

第 2 章 本契約の

締結等 

第 3 条 契約関係 第 20 条  免責事由 

第 4 条 利用の申込み、

承諾等 

第 21 条 本規約の変更 

第 5 条 登録事項の変更 第８章 契約の

期間／終了 

第 22 条  契約の有効期間 

第 6 条 本プラットフォ

ームの利用許諾 

第 23 条  本契約の終了 

第 7 条 本プラットフォ

ームの利用料 

第 24 条  本契約の解除 

第 8 条 委託 第 25 条  PF 事業者による解除 

第３章 参加者脱

退時等のデータの

取扱い 

第 9 条  参加者脱退時

等のデータの取扱い 

第 26 条  各当事者による解除 

第４章 PF 事業

者の義務 

第 10 条  本プラットフ

ォームの管理・運営 

第 27 条  反社会的勢力の排除 

第 11 条  本プラットフ

ォームの不具合等 

第 28 条  期限の利益の喪失 

第 12 条  本プラットフ

ォームの保証 

第 29 条  契約終了の効果 

第５章 本参加者

の義務 

第 13 条  本プラットフ

ォーム利用のための設備

設定・維持 

第 30 条  契約終了後の措置 

第 14 条  本参加者の遵

守事項 

第９章 一般条

項 

第 31 条  通知等 

第 15 条  本アクセス

ID 等の付与、管理等 

第 32 条  権利義務の移転 
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第 16 条  本プラットフ

ォームの利用に関する知

的財産権の取扱い 

第 33 条  譲渡禁止 

第６章 その他当

事者の権利・義

務・責任範囲 

第 17 条  秘密保持義務 第 34 条  紛争解決 

 
第 35 条  準拠法 

 

 

3.4 データ提供・利用規約 

(1) データ提供者と PF 間の取決め項目 

モデル規約報告書では、PF の利用規約に関する条項を整理しているもののうち、本ガイ

ドラインではデータ提供について、データ提供者と PF 運営者との間でのデータ提供に係る

条項として整理した（表３－３）。 

 

表３－３ データ提供者と PF 間の取決め項目 

章 条項 

第 1 条 本提供データの提供 

第 2 条  本提供データの知的財産権 

第 3 条  本提供データの開示条件 

第 4 条  本提供データの保証 

第 5 条  本提供データの管理 

第 6 条  本提供データの削除 

 

 

(2) データ利用者と PF 間の取決め項目 

モデル規約報告書では、PF の利用規約に関する条項を整理しているもののうち、本ガイ

ドラインではデータ利用について、データ利用者と PF 運営者との間でのデータ利用提供に

係る条項として整理した（表３－４）。 

 

表３－４ データ利用者と PF 間の取決め項目 

章 条項 

第 1 条  PF データの提供 

第 2 条  PF データの知的財産権 

第 3 条  PF データの利用条件 
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第 4 条  PF データの保証 

第 5 条  PF データの管理 

第 6 条  PF データの削除 

第 7 条  派生データの知的財産権利用条件 
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